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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第106期
第３四半期
連結累計期間

第107期
第３四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自　2017年１月１日
至　2017年９月30日

自　2018年１月１日
至　2018年９月30日

自　2017年１月１日
至　2017年12月31日

売上高 (百万円) 1,447,977 1,876,695 2,045,936

経常利益 (百万円) 44,676 107,605 92,973

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 19,214 68,348 42,751

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 22,370 70,378 47,768

純資産額 (百万円) 250,054 321,341 275,451

総資産額 (百万円) 987,551 1,101,732 1,038,882

１株当たり四半期(当期)純利益金
額

(円) 51.02 181.64 113.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.1 27.3 24.4
 

　

回次
第106期
第３四半期
連結会計期間

第107期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.41 58.03
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第107期は決算期変更に伴い、2018年１月１日から2019年３月31日までの15ヵ月決算となっております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下の通りです。

 
(石油事業)

第２四半期連結会計期間において、従来持分法適用の範囲に含めておりました上燃株式会社は、当社が保有する株

式の全てを売却したため、持分法適用の範囲から除外しております。

　

(エネルギーソリューション事業)

第１四半期連結会計期間において、RSリニューアブルズ株式会社は、当社の連結子会社であるソーラーフロンティ

ア株式会社からの新設分割による設立のため、連結の範囲に含めております。また、当社の連結子会社であるソー

ラーフロンティア・アメリカズの子会社のうち、１社は清算結了し１社は持分の全てを売却したため、それぞれ連結

の範囲から除外しております。

第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありました株式会社ジェネックスは、当社の連結子会社で

ある東亜石油株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるソーラーフロンティア・アメリカズの子会社１社は

清算結了したため、連結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は、次の通りです。

　

（当社と出光興産株式会社との経営統合に関する合意書の締結について）

当社は、出光興産株式会社（以下「出光興産」といいます。）との間で、出光興産の株式を当社の株主に交付し、

出光興産が当社の発行済株式の全部を取得する株式交換による経営統合（以下「本経営統合」といいます。）に関

し、2018年７月10日開催の取締役会において経営統合に関する合意書（以下「本統合合意書」といいます。）の締結

を決議し、同日付で本統合合意書を締結いたしました。

なお、当社は、出光興産との間で、本経営統合に関し、2018年10月16日開催の取締役会において、両社の株主総会

の承認及び関係官庁等からの承認が得られることを前提として、出光興産を株式交換完全親会社とし、当社を株式交

換完全子会社とする株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）の締結を決議し、同日付で本株式交換契

約を締結いたしました。本株式交換契約の詳細は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　重要な

後発事象」をご参照ください。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績については、売上高１兆8,766億円（前年同期比29.6％増収）、

営業利益1,050億円（前年同期比644億円の増益）、経常利益1,076億円（前年同期比629億円の増益）となりました。

この前年同期比での増益は、石油事業において国内石油製品マージンが改善したことに主に起因します。なお、在庫

影響を除いた場合の連結経常利益相当額については810億円となり、前年同期に比して436億円の増益となりました。

　
（原油価格、為替レートの状況）

 ドバイ原油
（ドル／バレル）

為替レート
（円／ドル）

2017年12月期 第３四半期連結累計期間 51.1 111.9

2019年３月期 第３四半期連結累計期間 70.1 109.6

増　減 19.0 △2.3
 

※各数値は該当期間の平均値によります。

 

各セグメントの状況は、次の通りです。

 

① 石油事業

当第３四半期連結累計期間における石油事業営業利益（在庫影響を除く）は、2017年３月末での第二次高度化法へ

の対応完了により改善した国内石油製品の需給環境を反映し、2017年12月期第４四半期から４四半期連続で200億円

超の利益水準となりました。

グループ製油所の稼働率は四日市製油所において大規模な定期修繕を行った前年同期を上回ると共に、業界平均を

上回る水準で稼働しました。ガソリン、軽油、灯油等の主要燃料油４油種合計の国内販売数量は、全体としては前年

を下回ったものの、サービスステーションにおける商品・サービスの差別化戦略を継続しているリテールセグメント

においては、前年を上回りました。
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ミックスキシレンを中心とした化成品は、2016年６月から稼働を開始した四日市製油所の不均化装置の貢献に加

え、前年は第２四半期に四日市製油所において大規模な定期修繕を行っていたことから、販売数量は前年比で大幅に

増加しました。ガソリン及び中間留分（特に軽油）の輸出についても、四日市製油所における定期修繕の影響で減少

した前年に比べ大幅に増加しました。アジア市況が中間留分を中心に堅調に推移したことも支持材料となり、国内の

需給動向を見ながら機動的に製品輸出を実施しました。

このような状況の下、石油事業の売上高は１兆7,892億円（前年同期比30.8％増収）、営業利益は1,059億円（前年

同期比603億円の増益）となりました。また、在庫影響を除いた場合の営業利益相当額は794億円（前年同期比410億

円の増益）となりました。

　

② エネルギーソリューション事業

太陽電池事業については、2017年末より生産を集約している国富工場において、製品高出力化の推進と原材料コス

トの更なる低減を進めています。営業面では、FIT案件への確実な納入、住宅市場シェアの向上、低圧・産業用にお

ける新しい販売手法の推進、ならびに、商品・サービス戦略を強化しています。特に国内住宅向け販売において、

2018年７月に、TEPCOホームテック株式会社による実質初期費用０円の太陽光発電システム設置モデル「ソーラーエ

ネカリ」への納入に関する発表を行ないました。

電力事業については、自社発電所の安定的高稼働の継続により安定収益創出に貢献しました。販売面においても、

2017年９月に展開エリアを拡大し、従来の東京電力エリアに加え、東北、中部、中国、九州においても順次販売を開

始しました。更に2018年３月には、新たに関西、四国においても販売を開始し、現在全国需要の92％をカバーするエ

リアで販売活動を展開しています。また、2018年６月より東亜水江発電所における発電電力の大部分を小売化したこ

とにより、前年からの収益拡大を見込んでおります。

これらの結果、エネルギーソリューション事業の売上高は813億円（前年同期比11.0％増収）、営業損失は19億円

（前年同期比40億円の増益）となりました。

 
③ その他

その他に関しては、売上高は61億円、営業利益は10億円となりました。

 
（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、１兆1,017億円となり、前連結会計年度末に比べ628億円増加しました。

負債は、7,803億円となり、前連結会計年度末に比べ169億円増加しました。なお、有利子負債（長期・短期借入

金、コマーシャル・ペーパー及び社債の合計）残高は1,264億円となり、前連結会計年度末に比べ90億円増加しまし

た。

また、純資産は、前連結会計年度末に比べ458億円増加して3,213億円となりました。これは主に当第３四半期連結

累計期間における純利益等の増加要因が配当金の支払い及び自己株式の取得等の減少要因を上回ったことによるもの

です。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は27.3％となりました。

 
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費（含む減価償却費）の総額は、29億円です。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 440,000,000

計 440,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 376,850,400 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 376,850,400 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2018年７月１日～
2018年９月30日

― 376,850,400 ― 34,197 ― 22,045
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 2,625,400

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

(相互保有株式）
普通株式  141,000

― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式

373,936,600
3,739,366 同上

単元未満株式
普通株式

147,400
― 同上

発行済株式総数 376,850,400 ― ―

総株主の議決権 ― 3,739,366 ―
 

(注) １　「単元未満株式」欄には自己保有株式96株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式

が、それぞれ400株（議決権４個）及び50株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）      

昭和シェル石油株式会
社

東京都港区台場
　　　２丁目３番２号

2,625,400 ― 2,625,400 0.70

（相互保有株式）      

西部石油株式会社
東京都千代田区
     神田美土代町７

115,000 ― 115,000 0.03

三重石商事株式会社
三重県四日市市白須賀
　　　３丁目６番８号

14,000 ― 14,000 0.00

株式会社
シェル石油大阪発売所

大阪市淀川区西中島
　　　２丁目11番30号

10,000 ― 10,000 0.00

株式会社昭友
東京都港区東新橋
　　　１丁目２番11号

2,000 ― 2,000 0.00

計 ― 2,766,400 ─ 2,766,400 0.73
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年１月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、PwCあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2017年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 50,380 60,386

  受取手形及び売掛金 280,557 290,759

  商品及び製品 98,938 117,919

  仕掛品 1,610 1,848

  原材料及び貯蔵品 128,438 146,849

  その他 36,463 43,950

  貸倒引当金 △881 △896

  流動資産合計 595,507 660,816

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 81,102 79,297

   機械装置及び運搬具（純額） 82,263 73,695

   土地 139,601 140,995

   その他（純額） 22,068 25,211

   有形固定資産合計 325,035 319,199

  無形固定資産 9,642 9,009

  投資その他の資産   

   その他 108,905 112,824

   貸倒引当金 △208 △118

   投資その他の資産合計 108,697 112,706

  固定資産合計 443,374 440,915

 資産合計 1,038,882 1,101,732

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 276,597 286,726

  短期借入金 23,715 29,775

  1年内償還予定の社債 ― 10,000

  1年内返済予定の長期借入金 30,625 14,080

  未払金 164,665 153,159

  未払法人税等 12,737 26,977

  海底配管損傷に係る引当金 5,502 518

  賞与引当金 2,275 3,445

  その他 52,074 51,120

  流動負債合計 568,193 575,803

 固定負債   

  社債 10,000 ―

  長期借入金 53,116 72,640

  特別修繕引当金 14,601 18,575

  退職給付に係る負債 87,801 85,266

  その他 29,716 28,104

  固定負債合計 195,237 204,587

 負債合計 763,430 780,390
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2017年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 34,197 34,197

  資本剰余金 22,123 21,803

  利益剰余金 202,083 254,611

  自己株式 △188 △5,643

  株主資本合計 258,216 304,969

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,627 4,229

  繰延ヘッジ損益 △312 △122

  為替換算調整勘定 △62 △32

  退職給付に係る調整累計額 △9,105 △8,243

  その他の包括利益累計額合計 △4,852 △4,170

 非支配株主持分 22,087 20,542

 純資産合計 275,451 321,341

負債純資産合計 1,038,882 1,101,732
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年１月１日
　至 2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 1,447,977 1,876,695

売上原価 1,333,733 1,694,015

売上総利益 114,243 182,679

販売費及び一般管理費   

 運賃諸掛 26,734 30,480

 人件費 17,263 17,791

 その他 29,655 29,354

 販売費及び一般管理費合計 73,653 77,627

営業利益 40,590 105,052

営業外収益   

 受取利息 171 173

 受取配当金 967 846

 持分法による投資利益 3,855 2,169

 為替差益 ― 301

 その他 1,409 1,342

 営業外収益合計 6,404 4,832

営業外費用   

 支払利息 795 631

 売上割引 837 969

 為替差損 63 ―

 その他 621 678

 営業外費用合計 2,318 2,279

経常利益 44,676 107,605

特別利益   

 固定資産売却益 1,102 962

 補助金収入 2,514 2,641

 受取補償金 1,800 ―

 事業分離における移転利益 ― 2,292

 その他 677 330

 特別利益合計 6,095 6,226

特別損失   

 固定資産処分損 2,317 1,750

 減損損失 552 7,630

 投資有価証券評価損 6,570 303

 海底配管損傷に係る費用 4,764 3

 その他 4,285 898

 特別損失合計 18,490 10,586

税金等調整前四半期純利益 32,281 103,245

法人税、住民税及び事業税 6,866 33,615

法人税等調整額 5,112 △36

法人税等合計 11,979 33,579

四半期純利益 20,302 69,665

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,087 1,317

親会社株主に帰属する四半期純利益 19,214 68,348
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年１月１日
　至 2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
　至 2018年９月30日)

四半期純利益 20,302 69,665

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 950 △389

 繰延ヘッジ損益 587 169

 為替換算調整勘定 △503 29

 退職給付に係る調整額 782 743

 持分法適用会社に対する持分相当額 250 160

 その他の包括利益合計 2,067 713

四半期包括利益 22,370 70,378

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 21,232 69,030

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,137 1,348
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、RSリニューアブルズ株式会社は、当社の連結子会社であるソーラーフロンティ

ア株式会社からの新設分割による設立のため、連結の範囲に含めております。また、当社の連結子会社であるソー

ラーフロンティア・アメリカズの子会社のうち、１社は清算結了し１社は持分の全てを売却したため、それぞれ連結

の範囲から除外しております。

第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありました株式会社ジェネックスは、当社の連結子会社で

ある東亜石油株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるソーラーフロンティア・アメリカズの子会社１社は

清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間において、従来持分法適用の範囲に含めておりました上燃株式会社は、当社が保有する株

式の全てを売却したため、持分法適用の範囲から除外しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2017年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

バイオマス燃料供給事業組合 5,028百万円 バイオマス燃料供給事業組合 4,362百万円

従業員 293　〃 従業員 　273　〃

計 5,321百万円 計 4,635百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

減損損失

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、給油所は１給油所ごと、給油所以外については

基本的に管理会計上の区分に基づいて区分し、賃貸資産及び遊休資産については１物件ごとに区分しております。

第２四半期連結会計期間において、事業環境の悪化等により主に以下の資産グループの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失(6,562百万円)として特別損失に計上しております。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

工場
国富工場
(宮崎県東諸県郡)

機械装置他 6,562

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の通

りです。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年１月１日
至 2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
至 2018年９月30日)

減価償却費 20,954百万円 19,136百万円

のれんの償却額 　29　〃 37　〃
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 2017年１月１日 至 2017年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年３月30日
定時株主総会

普通株式 7,156 19.00 2016年12月31日 2017年３月31日 利益剰余金

2017年８月８日
取締役会

普通株式 7,156 19.00 2017年６月30日 2017年９月11日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 2018年１月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年３月28日
定時株主総会

普通株式 7,910 21.00 2017年12月31日 2018年３月29日 利益剰余金

2018年８月９日
取締役会

普通株式 7,910 21.00 2018年６月30日 2018年９月10日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、2018年８月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,455,000株の取得を行っております。この結

果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が5,453百万円増加しました。当該自己株式の取得等により、

当第３四半期連結会計期間末において自己株式が5,643百万円となっております。
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(セグメント情報等)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年１月１日 至 2017年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)石油事業

エネルギー
ソリュー
ション事業

計

売上高        

 外部顧客への売上高 1,368,131 73,272 1,441,403 6,573 1,447,977 ― 1,447,977

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

4,200 2,117 6,318 5,778 12,096 △ 12,096 ―

計 1,372,331 75,390 1,447,722 12,352 1,460,074 △ 12,096 1,447,977

セグメント利益又は損失(△) 45,625 △5,961 39,664 917 40,582 7 40,590
 

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産、建設工事、自動車用品

の販売及びリース業等を含んでおります。

２　セグメント利益調整額７百万円は、セグメント間取引消去です。

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年１月１日 至 2018年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)石油事業

エネルギー
ソリュー
ション事業

計

売上高        

 外部顧客への売上高 1,789,208 81,310 1,870,518 6,176 1,876,695 ― 1,876,695

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

2,514 2,055 4,569 5,196 9,766 △9,766 ―

計 1,791,722 83,365 1,875,088 11,373 1,886,461 △9,766 1,876,695

セグメント利益又は損失(△) 105,953 △1,921 104,031 1,028 105,060 △8 105,052
 

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産、建設工事、自動車用品

の販売及びリース業等を含んでおります。

２　セグメント利益調整額△８百万円は、セグメント間取引消去です。

３　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「エネルギーソリューション事業」セグメントにおいて、減損損失を認識いたしました。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては6,562百万円です。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りです。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年１月１日
至 2017年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年１月１日
至 2018年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 51円２銭 181円64銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 19,214 68,348

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

19,214 68,348

普通株式の期中平均株式数(千株) 376,630 376,291
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

（出光興産株式会社との経営統合について）

当社及び出光興産株式会社（以下「出光興産」といいます。）は、2018年７月10日付で締結した経営統合に関する

合意書に基づいて両社が合意した経営統合（以下「本経営統合」といいます。）に関し、株式交換契約の締結に向け

た協議を続けて参りました。当社は、出光興産との間で、本経営統合に関し、2018年10月16日開催の取締役会におい

て、両社の株主総会の承認及び関係官庁等からの承認等が得られることを前提として、出光興産を株式交換完全親会

社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）についての株式交換契約

（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結することを決議し、同日付で本株式交換契約を締結いたしました。

 
１．本経営統合の要旨

（１）本経営統合の目的

両社は、本株式交換による本経営統合の実施を通じて、短期的にはシナジー創出を最大化し屈指の競争力を持

つ企業体を目指しつつ、中長期的には事業構成の最適化や環境・社会・ガバナンスへの取組み等を推進し、レジ

リエントな企業体への進化を図り、もって両社の企業価値を向上させることを目的としています。

 
（２）本経営統合の方式

両社は、2018年12月18日に開催予定の両社の臨時株主総会による承認及び関係官庁等からの承認等の取得を前

提に、出光興産の株式を当社の株主に交付し、出光興産が当社の発行済株式の全部を取得する株式交換を2019年

４月１日（予定）に行います。

 
（３）本経営統合のスケジュール

経営統合に関する合意書締結 2018年７月10日

株式交換契約締結の承認に係る両社の取締役会決議 2018年10月16日

株式交換契約締結（株式交換比率の合意） 2018年10月16日

両社の臨時株主総会の基準日公告 2018年10月17日

両社の臨時株主総会の基準日 2018年11月１日

両社の臨時株主総会 2018年12月18日（予定）

最終売買日（当社） 2019年３月26日（予定）

上場廃止日（当社） 2019年３月27日（予定）

本株式交換の効力発生日 2019年４月１日（予定）
 

　（注）国外の競争当局における手続等の関係当局等への届出、登録、許認可の取得その他の本経営統合に向けた

準備の進捗又はその他の理由により変更の必要が生じた場合には、両社で協議し、合意の上、これを変更・

公表します。
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（４）本株式交換に係る割当ての内容（株式交換比率）

 出光興産 当社

株式交換比率 １ 0.41
 

（注１）株式の割当比率

当社の普通株式１株に対して出光興産の普通株式0.41株を割当交付します。但し、上記株式交換比率は、当

社又は出光興産の財産状態又は経営成績に重大な変動が発生し又は判明した場合等においては、両社協議の

上、変更することがあります。

（注２）本株式交換により交付する株式数

出光興産は、本株式交換に際して、本株式交換により出光興産が当社の発行済株式の全部を取得する時点の

直前時（以下「基準時」といいます。）における当社の株主（下記の当社の自己株式の消却後の株主をいい、

当社及び出光興産を除きます。）に対して、出光興産の普通株式105百万株（予定）を割当交付する予定です。

なお、出光興産は、割当交付に際し出光興産が保有する自己株式を充当する予定ですが、充当する株式数は現

時点では未定です。

また、当社は、本株式交換の効力発生日（以下「本効力発生日」といいます。）の前日までに開催する当社

の取締役会の決議により、基準時において保有する全ての自己株式（本株式交換に関して行使される会社法第

785条第１項に定める反対株主の株式買取請求に応じて当社が取得する株式を含みます。）を基準時において消

却する予定です。本株式交換により割当交付する株式数については、当社の自己株式の数の変動により、今後

変更が生じる可能性があります。

なお、出光興産は、2018年７月10日開催の取締役会において自己株式取得に係る事項を決議しました。この

取締役会決議に基づき、2018年11月９日までに自己株式10,439,700株（取得価額54,999百万円）の取得を行

い、同日までの取得をもって当該自己株式の取得を終了しております。

（注３）単元未満株式の取扱い

本株式交換に伴い、出光興産の単元未満株式（100株未満の株式）を保有する株主の新たな発生が見込まれま

すが、金融商品取引所市場において当該単元未満株式を売却することはできません。

出光興産の単元未満株式を保有することとなる株主は、本効力発生日以降、以下の制度を利用できます。

①単元未満株式の買取制度（単元未満株式の売却）

会社法第192条第１項の規定に基づき、出光興産に対し、保有する単元未満株式の買取りを請求することがで

きます。

②単元未満株式の買増制度（１単元への買増し）

会社法第194条第１項及び出光興産の定款の規定に基づき、保有する単元未満株式の数とあわせて１単元株式

数（100株）となる数の株式を出光興産から買い増すことができます。

（注４）１株に満たない端数の処理

本株式交換により当社の株主に交付する出光興産の普通株式の数に１株に満たない端数が生じた場合には、

会社法第234条その他関連法令の定めに従い、当該株主に１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いしま

す。

　

（５）本株式交換に際して出光興産の普通株式の割当交付を受ける当社の株主の議決権

出光興産は、本効力発生日までに、当社が2018年10月16日に公表した議決権行使の基準日に関する規定を削除

する内容の定款変更が効力を生じること、及び、本株式交換が効力を生ずることを停止条件として、会社法第

124条第４項に基づき、本株式交換に際して出光興産の普通株式の割当交付を受ける当社の株主に対し、当該割

当交付を受ける出光興産の普通株式に関して、統合新社の2019年６月開催予定の定時株主総会における議決権を

付与する旨の取締役会決議を行う予定です。
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２．本株式交換に係る割当ての内容の根拠等

（１）割当ての内容の根拠及び理由

当社及び出光興産は、それぞれ、第三者算定機関による株式交換比率の算定結果を参考に、両社が相互に実施

したデュー・ディリジェンスの結果及び両社の株主の利益等を踏まえ、両社の株価状況を主たる基準として、両

社で株式交換比率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記１．（４）に記載の株式交換比率が適切であ

るとの判断に至り、合意・決定いたしました。

 
（２）算定に関する事項

算定機関の名称及び両社との関係

本株式交換の株式交換比率については、それぞれの株主にとっての公正性を確保するため、当社は株式会社ラ

ザードフレール及びみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）を、出光興産はJPモルガン証券株

式会社、ゴールドマン・サックス証券株式会社及び大和証券株式会社を、株式交換比率の算定に関する第三者算

定機関としてそれぞれ選定いたしました。なお、当社及び出光興産は、みずほ証券のグループ銀行から融資を受

けておりますが、みずほ証券及びそのグループ銀行では、適用法令に従い、適切な利益相反管理体制を構築し、

実施しております。当社は、株式交換比率の算定にあたり適切な弊害防止措置が講じられていると判断し、みず

ほ証券を第三者算定機関として選定いたしました。その他の、当社及び出光興産がそれぞれ選定した第三者算定

機関は、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。

 
３．本株式交換の後の株式交換完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産

の額、総資産の額及び事業内容

商号 出光興産株式会社

（トレードネーム：出光昭和シェル（予定））

本店の所在地 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号

代表者の氏名（予定） 代表取締役 月岡 隆　（現出光興産株式会社代表取締役会長）

代表取締役 亀岡 剛　（現昭和シェル石油株式会社代表取締役 社長執行

　　　　　　　　　　　役員 CEO）

代表取締役 木藤 俊一（現出光興産株式会社代表取締役社長）

代表取締役 岡田 智典（現昭和シェル石油株式会社代表取締役 副社長執

　　　　　　　　　　　行役員）

資本金の額 168,351百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業内容 石油精製並びに油脂製造、販売

石油化学製品の製造、販売

石油・石炭資源の開発、生産、販売

電子材料・農業薬品の開発、製造販売 等
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２ 【その他】

2018年８月９日開催の取締役会において、2018年６月30日の株主名簿に記録された株主又は質権者に対し、次の通

り中間配当を行うことを決議しました。

（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　  7,910百万円

（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　 21.00円

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　2018年９月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2018年11月13日

昭和シェル石油株式会社

取締役会  御中

 

PwCあらた有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   齊　藤　　　剛　  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   加　藤　達　也    

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大　橋　佳　之　   

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和シェル石油

株式会社の2018年１月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年７月１日から

2018年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年１月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和シェル石油株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2018年10月16日開催の取締役会において、会社及び出光興産株式会

社の株主総会の承認及び関係官庁等からの承認等が得られることを前提として、出光興産株式会社を株式交換完全親会

社とし、会社を株式交換完全子会社とする株式交換契約を締結することを決議し、同日付で株式交換契約を締結してい

る。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

昭和シェル石油株式会社(E01070)

四半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

